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令和８年度相模原市年間監査計画 
令和８年３月２６日監査委員決定 

第１ 策定方針 

監査、審査及び検査(以下「監査等」という。)の結果が事務・事業の改善に資す

ることとなるよう、内部統制の取組状況やこれまでの監査等の結果を踏まえて誤り

や不正が発生するリスク等を考慮した上で相模原市監査基準(平成２９年相模原市

監査委員訓令第１号。以下「監査基準」という。)に準拠して監査等を実施する。 

第２ 監査等の対象別実施予定時期 

区 分 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10 月 11 月 12 月 １月 ２月 ３月 
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第３ 監査等の種類、実施方法等 

１ 財務監査(地方自治法(昭和２２年法律第６７号。以下「法」という。)第１９９

条第１項及び第４項の規定による監査) 

（１）実施方法 

市の財務に関する事務の執行及び市の経営に係る事業の管理が法令(条

例、規則その他の規程を含む。２、３、６及び７において同じ。)に適合し、正

確で、最少の経費で最大の効果を挙げるようにしているか、その組織及び運営

の合理化に努めているかについて監査する。 

監査対象の選定に当たっては、原則３年間で全ての局、区等を網羅するもの

とし、過去の実施状況を勘案して決定する。 

令和８年度は、３期に分けて実施する。監査対象年度は、第１期及び第２期

は令和７年度分とし、第３期は令和７年度分及び８年度分とする。ただし、必

要に応じて当該年度以外に執行した事務についても対象とする。 

対象とする事務については、主にこれまでの財務監査及び行政監査の結果に

よる指摘事項等(監査基準第２２条第４項に規定する是正又は改善が必要であ

る事項等として別表に定めるものをいう。以下同じ。)をリスクとして捉え、決

定する。 

（２）監査対象及び実施予定時期 

第１期 危機管理局、会計課、農業委員会事務局、消防局 (４月～１０月) 

第２期 市長公室、財政局 (８月～１２月) 

第３期 健康福祉局、行政委員会事務局(任用調査課) (１０月～３月) 

（３）主な実施手続 

ア 監査基準及び別に定める実施計画に基づき、監査の手続を行う。 

イ 監査の手続は、試査又は精査による。 

ウ 試査又は精査は、実査、立会、確認、証ひょう突合、帳簿突合、計算突合、分

析的手続、質問、観察、閲覧等の手法による。 

エ 監査の手続を行った結果、想定していなかった事象若しくは状況が生じた

場合、新たな事実を発見した場合又は不正の兆候若しくは事実を発見した場

合には、監査の手続を追加して適切な監査の証拠を更に入手する。 

オ 指摘事項等が認められる場合は、その内容を監査の結果に記載する。 

カ 監査の結果に関する報告等の決定に当たっては、指摘事項等が認められな

い場合又は講評を行う必要がないと特に認める場合を除き、監査の対象の事

務又は事業を分掌する局等の長等に対し講評を行い、これに対する弁明、見

解等を聴取する。 
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キ 監査を終了したときは、結果に関する報告等を議会、市長及び関係する執

行機関等へ速やかに提出するとともに、これを公表する。 

２ 工事監査(法第１９９条第１項の規定による監査) 

（１）実施方法 

市の財務に関する事務の執行及び市の経営に係る事業の管理が法令に適合

し、正確で、最少の経費で最大の効果を挙げるようにしているか、その組織及

び運営の合理化に努めているかについて監査する。 

令和８年度は、３期に分けて実施する。監査対象年度は令和７年度とする。た

だし、必要に応じて当該年度以外に執行した事務についても対象とする。 

対象とする事務については、土木工事、建築工事における工事請負費の建設

工事費、需用費の施設修繕料並びに委託料の維持補修委託料及び建設事業委託

料の支出に関する事務とし、書面調査を中心に、財務監査と併せて実施する。 

（２）監査対象及び実施予定時期 

１の財務監査と同様とする。 

（３）主な実施手続 

１の財務監査と同様とする。 

３ 行政監査(法第１９９条第２項の規定による監査) 

（１）実施方法 

市の事務の執行が法令に適合し、正確で、最少の経費で最大の効果を挙げる

ようにしているか、その組織及び運営の合理化に努めているかについて監査す

る。 

令和８年度は、３期に分けて実施する。監査対象年度は、第１期及び第２期

は令和７年度分とし、第３期は令和７年度分及び８年度分とする。ただし、必

要に応じて当該年度以外に執行した事務についても対象とする。 

監査に当たっては、重点調査項目を令和７年度に引き続き「全庁的な条件付

一般競争入札に係る事務について」とし、財務監査と併せて実施する。 

（２）監査対象及び実施予定時期 

 １の財務監査と同様とする。 

（３）主な実施手続 

１の財務監査と同様とする。 

４ 財政援助団体等監査(法第１９９条第７項の規定による監査) 

（１）実施方法 
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市が補助金、交付金、負担金、貸付金、損失補償、利子補給その他の財政的

援助を与えているもの、市が資本金、基本金その他これらに準ずるものの４分

の１以上を出資している法人等、市が借入金の元金又は利子の支払を保証して

いるもの、市が受益権を有する不動産の信託の受託者及び市が法第２４４条の

２第３項の規定に基づき公の施設の管理を行わせているものの当該財政的援

助等に係る出納その他の事務の執行が当該財政的援助等の目的に沿って行わ

れているかについて監査する。 

ア 財政援助団体監査 

継続して市が補助金等を支出している団体から監査対象を抽出し、財政的

援助を行った事業の執行及び補助金等の出納の合規性、補助金等の成果につ

いての評価が十分に行われているかという有効性を観点として実施する。 

イ 出資団体監査 

市が資本金等の４分の１以上を出資している団体から監査対象を抽出

し、経営成績及び財政状態を踏まえつつ、団体の事業の執行及び出納の合規

性、出資目的に沿った事業運営が行われているかという有効性を観点として

実施する。 

ウ 公の施設の指定管理者監査 

公の施設の設置目的を達成するために効果的な管理が行われているかに

ついて、経営成績及び財政状態を踏まえつつ、管理に係る事務の執行及び収

支会計経理の事務が、協定書等に基づき適正に行われているかという合規

性、市民サービスの向上が図られているかという有効性を観点として実施す

る。 

（２）監査対象及び実施予定時期 

ア 第１期 (７月～１１月) 

財政援助団体監査及び出資団体監査 

対象団体 公益財団法人相模原市スポーツ協会 

所管課  市民局スポーツ推進課 

イ 第２期 (８月～２月) 

財政援助団体監査及び出資団体監査 

（ア）対象団体 公益財団法人相模原市民文化財団   

所管課  市民局文化振興課 

（イ）対象団体 公益財団法人相模原市勤労者福祉サービスセンター 

所管課  環境経済局経済部産業支援・雇用対策課 

（３）主な実施手続 
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１の財務監査と同様とする。 

実施計画の策定及び監査の手続に当たっては、必要に応じて公認会計士の専

門的知見を活用する。 

５ 内部統制評価報告書審査(法第１５０条第５項の規定による審査) 

（１）実施方法 

市長が作成した内部統制評価報告書について、市長による評価が適切に実施

され、内部統制の不備について重大な不備に当たるかどうかの判断が適切に行

われているかについて審査する。 

（２）審査対象及び実施予定時期 

令和７年度相模原市内部統制評価報告書 (６月～８月) 

（３）主な実施手続 

ア 監査基準及び別に定める実施計画並びに「地方公共団体における内部統制

制度の導入・実施ガイドライン｣(平成３１年３月総務省公表)に基づき、審

査の手続を行う。 

イ 審査を終了したときは、意見を市長へ速やかに提出する。 

６ 決算審査(法第２３３条第２項及び地方公営企業法(昭和２７年法律第２９２

号)第３０条第２項の規定による審査)及び基金運用状況審査(法第２４１条第

５項の規定による審査) 

（１）実施方法 

決算その他関係書類が法令に適合し、かつ、その内容が正確であるかについ

て及び基金の運用の状況を示す書類の計数が正確であり、基金の運用が確実か

つ効率的に行われているかについて審査する。 

（２）審査対象及び実施予定時期 

ア 令和７年度相模原市一般会計及び特別会計歳入歳出決算並びに基金の運

用の状況を示す書類 (７月～８月) 

イ 令和７年度相模原市公営企業会計決算 (７月～８月) 

（３）主な実施手続 

ア 監査基準及び別に定める実施計画に基づき、審査の手続を行う。 

イ 審査の手続は、試査又は精査による。 

ウ 試査又は精査は、証ひょう突合、計算突合、分析的手続、質問、閲覧等の

手法による。 

エ 審査を終了したときは、意見を市長へ速やかに提出する。 
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７ 健全化判断比率審査(地方公共団体の財政の健全化に関する法律(平成１９年

法律第９４号)第３条第１項の規定による審査)及び資金不足比率審査(同法第

２２条第１項の規定による審査) 

（１）実施方法 

健全化判断比率及び資金不足比率並びにその算定の基礎となる事項を記載

した書類が法令に適合し、かつ、その内容が正確であるかについて審査する。 

（２）審査対象及び実施予定時期 

令和７年度決算に基づく健全化判断比率及び資金不足比率並びにその算定

の基礎となる事項を記載した書類 (７月～８月) 

（３）主な実施手続 

６の決算審査及び基金運用状況審査と同様とする。 

８ 例月現金出納検査(法第２３５条の２第１項の規定による検査) 

（１）実施方法 

会計管理者及び企業出納員の現金の出納事務が正確に行われているかにつ

いて検査する。 

（２）検査対象及び実施予定時期 

ア 会計管理者所管会計 (毎月) 

イ 公営企業会計 (毎月) 

（３）主な実施手続 

ア 監査基準及び別に定める実施計画に基づき、検査の手続を行う。 

イ 検査の手続は、試査又は精査による。 

ウ 試査又は精査は、実査、確認、証ひょう突合、帳簿突合、計算突合、分析

的手続、質問、閲覧等の手法による。 

エ 検査を終了したときは、結果に関する報告を議会及び市長へ速やかに提出

する。 

９ その他の随時監査 

法令の規定により監査委員が行うこととされている監査で、この計画に定め

のないもの(市長からの要求監査、直接請求監査、議会からの請求監査、金融機

関の公金出納監査、住民請求監査、賠償責任監査等)の実施方法等については、そ

の実施時に定める。 
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別表 監査等の結果に関する記載事項 

区分及び根拠 内容 監査後の処理 

監査の結果

に関する報

告(法第１

９９条第９

項及び監査

基準第２１

条第１項) 

監査基準第

２２条第２

項各号に定

める事項 

重要な点において監査基準第２２条

第２項各号に定める事項に関する妥当

性の認否 

 

是正又は改

善が必要で

あ る 事 項

(監査基準

第２２条第

４項) 

指摘事項 事務の執行及び事業の

管理が違法又は不当であ

ると認められる事項につ

いて、不適正なものとして

是正又は改善を求めるも

の 

・ 監査の結果に関する報告

を提出し、及び公表する。 

・ 措置状況の報告を求め

る。 

・ 措置の内容の通知を受け

た場合は公表する。 

 注意事項 指摘事項には至らない

が、事務の執行及び事業の

管理が不適切なものとし

て対応を求めるもの 

・ 監査の結果に関する報告

を提出し、及び公表する。 

・ 対応状況の報告を求め

る。 

意見(法第１９９条第１０項及び監

査基準第２１条第１項) 

組織及び運営のより一層

の効率化・合理化を求めるこ

とが必要と判断したもの 

・ 監査の結果に関する報告

に添えて提出し、及び公表

する。 

勧告(法第１９９条第１１項及び監

査基準第２１条第１項) 

監査の結果に関する報告

のうち、特に措置を講ずる必

要があると認める事項につ

いて、理由を付して必要な措

置を講ずべきことを勧告す

るもの 

・ 勧告の内容を公表する。 

・ 措置の内容の通知に基づ

き公表する。 
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令和８年度監査等及び委員協議日程(予定) 

月 日 監査等 委員協議 

４月２４日(金) ○例月現金出納検査(３月分) 
財務監査・行政監査・工事監査(第１期)実

施計画 

５月２７日(水) ○例月現金出納検査(４月分) 

内部統制評価報告書審査実施計画 

決算審査及び基金運用状況審査実施計画 

健全化判断比率審査及び資金不足比率審査

実施計画 

７月 ３日(金) ○例月現金出納検査(５月分) 財政援助団体等監査実施計画(第１期) 

８月 ３日(月) ○例月現金出納検査(６月分) 

財務監査・行政監査・工事監査(第２期)実

施計画 

内部統制評価報告書審査 

決算審査及び基金運用状況審査 

健全化判断比率審査及び資金不足比率審査 

８月 ７日(金) 

○内部統制評価報告書審査(意見書提出) 

○決算審査及び基金運用状況審査(意見書

提出) 

○健全化判断比率審査及び資金不足比率審

査(意見書提出) 

 

８月２８日(金) ○例月現金出納検査(７月分) 財政援助団体等監査実施計画(第２期) 

１０月 ２日(金) 

○例月現金出納検査(８月分) 

○財務監査・行政監査・工事監査(第１期：

危機管理局、会計課、農業委員会事務

局、消防局) 

財務監査・行政監査・工事監査(第３期)実

施計画 

１０月２７日(火) ○例月現金出納検査(９月分)  

１１月２４日(火) 
○例月現金出納検査(１０月分) 

○財政援助団体等監査(第１期) 
 

１２月２４日(木) 

○例月現金出納検査(１１月分) 

○財務監査・行政監査・工事監査(第２期：

市長公室、財政局) 

 

１月２８日(木) 
○例月現金出納検査(１２月分) 

○包括外部監査結果報告 
 

２月１７日(水) ○財政援助団体等監査(第２期)  

３月９日(火) 

○例月現金出納検査(１月分) 

○財務監査・行政監査・工事監査(第３期：

健康福祉局、行政委員会事務局(任用調査

課)) 

令和９年度年間監査計画 

３月２４日(水) ○例月現金出納検査(２月分) 令和９年度例月現金出納検査実施計画 
 


